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研究成果の概要（和文）：本研究の主な目的は、第2次大戦後の連合国による対日対独戦犯裁判を解明するための資料
調査・収集である。調査・収集は日本、中国、台湾、韓国、アメリカ、イギリス、ドイツ、フィリピン各国の公文書館
や図書館など約30ヵ所で実施した。また日本、中国、フィリピンではヒアリング調査も実施した。収集資料の成果は資
料紹介・論文・著書として発表されている。戦犯裁判研究の国際交流のため2014年にドイツ研究者とワークショップを
開催した。

研究成果の概要（英文）：The main purpose of this project was to research and collect materials on the war 
crime trial’s policies for Japan and Germany by the Allied Powers after Second World War. We conducted 
the archival research approximately at 30 places such as the national archives and libraries in Japan, 
China, Taiwan, Korea,United States, U.K., Germany and the Philippines. We also carried out the interviews 
with involved persons or their families in Japan, China and the Philippines. We have published several 
articles and books based on the research. In 2014 we held an international workshop in Jena (Germany) 
with German researchers for the comparative studies on the war crime trials.

研究分野：日本近現代史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本共同研究は、第 2次世界大戦後、連合国
が行った対日と対独の戦犯裁判をＡ級裁判と
ＢＣ級裁判を合わせて、総合的に関連資料を
収集し、その全体像を明らかにする基礎を作
ることを目指している。 
本共同研究申請者のうち 4名は、2007 年度
より 3年間、基盤研究（Ｂ）「対日戦犯裁判政
策の総合的研究」（代表粟屋憲太郎、分担者内
海、林、伊香、永井）を行った。その申請の
際に、ニュルンベルク裁判と東京裁判研究が
進展し、ＢＣ級戦犯裁判についてはまだ研究
が遅れているが、資料公開が進んでおり、Ａ
級戦犯裁判（東京裁判）とＢＣ級戦犯裁判の
双方を合わせて、第 2次世界大戦後の対日戦
犯裁判の全体像を明らかにしうる条件がかな
り整ってきたと述べ、そのうえで、両裁判を
別々に見るのではなく、両者を総合してみて
いく必要があることを提起した。そして「本
研究では、（中略）その戦犯裁判政策の形成・
実施・修正・終了のプロセスを全体として明
らかにすることを目指す。（また減刑・釈放ま
でを含めて）本研究は、そうした連合国によ
る対日戦犯裁判政策の出発点から完全終結ま
での一連の政策文書を収集分析し、従来の個
別分散化していた戦犯裁判研究を総合するこ
とを目指している」と研究の構想を示した。 
 2 年間にわたるその共同研究の結果、アメ
リカ、イギリス、カナダ、オーストラリア、
ニュージーランド、フィリピン、中国で資料
調査を行ない、資料状況を把握し、多くの関
連資料を収集することができた。また日本国
内でも国立公文書館で公開が進んでいる関連
資料を収集した。その成果として、連合国の
戦争犯罪政策全般の形成過程を明らかにでき
る連合国戦争犯罪委員会の文書類とアメリカ
政府内での同政策の形成過程を明らかにする
陸軍省内の文書を資料集として刊行し、広く
利用できるようにした（合計 23 巻）。これに
よって対日対独裁判の両方を含めて連合国の
戦争犯罪政策の形成過程について議論するこ
とが資料的に可能になった。またこの共同研
究の成果として、内海愛子『キムはなぜ裁か
れたのか』、永井『フィリピンと対日戦犯裁判』、
林『戦犯裁判の研究』などを刊行することが
できた。東京裁判における性暴力関連資料を
収集した『東京裁判－性暴力関係資料（仮）』
も内海が中心に編集して今年度中に刊行予定
である。 
 他方、同共同研究では、従来は資料の制約
もあり研究が遅れていた戦犯釈放問題やスガ
モプリズン内の戦犯についての資料も収集し、
対日戦犯裁判を政策形成過程から戦犯釈放ま
で全体として議論する資料的な基盤を広げる
ことができた。 
同時に 2008 年が東京裁判判決 60 周年だっ
たこともあり、さまざまな国際会議が開かれ、
そこでの欧米の研究者との交流のなかで、近
年、対独ＢＣ級戦犯裁判の研究が進んでいる
ことがわかった。英語で発表されているのは

一部にとどまり多くはドイツ語の研究成果で
あるが、対独裁判についてもＡ級とＢＣ級の
両方の研究が進み、またドイツ以外のヨーロ
ッパ諸国での戦犯裁判の研究もいくつか出て
いることが確認された。 
つまり第 2次世界大戦後の連合国による枢
軸国に対する戦犯裁判全体（Ａ級とＢＣ級を
合わせて、かつアジアとヨーロッパを合わせ
て）を見通すことが可能な条件が生まれてき
ていることがわかった。 
 こうした 2009 年度までの共同研究の成果
と、近年の研究動向を踏まえて、ドイツ研究
者を含めて新たな共同研究を行なうこととし
た。 
 
２．研究の目的 
第 2次大戦後の戦犯裁判については、Ａ級
裁判（東京、ニュルンベルク）とＢＣ級裁判
は別個に、また対日裁判と対独裁判もそれぞ
れ別個に研究がなされてきたが、2007 年度か
らの共同研究で、対日裁判についてはＡ級と
ＢＣ級を合わせて総合的にとらえる研究を行
ない、また連合国の戦犯裁判政策の形成過程
についてはある程度明らかにした。それを踏
まえて、この共同研究では、対日と対独裁判
の双方を合わせて、第 2次大戦後の連合国に
よる戦犯裁判は全体として何だったのか、を
明らかにすることを目指す。そのための資料
調査・収集を行ない、そうした研究の土台を
築くことを目的としている。 
 
３．研究の方法 
本共同研究は、対日対独戦犯裁判に関する
資料調査・収集を主要な目的としており、そ
れらの資料を所蔵している各国の国立公文書
館などへの海外調査が主な活動である。その
ために共同研究参加者が調査対象国を分担し、
海外在住の協力者の協力も得ながら、資料調
査を行なう。収集した資料については国内で
整理するとともに、資料調査の成果・課題に
ついては、研究会で報告し議論し、可能であ
れば資料集などとして刊行し、広く研究者な
どに利用できるようにする。 
研究の進め方については、2007 年度からの
共同研究の 4名（伊香、林、内海、永井）に、
対独戦犯研究を行なっている芝健介を研究分
担者として、福永美和子（東京大学大学院総
合文化研究科特任研究員）を連携研究者とし
て加えて強化することとした。なお粟屋憲太
郎（立教大学文学部名誉教授）は当初研究分
担者として参加したが、連携研究者に変更と
なった。研究協力者として、高取由紀（ジョ
ージア州立大学）、宋志勇（南開大学日本研究
センター）、戸谷由麻（ハワイ大学）の協力を
得ることとした。 
またカリフォルニア大学バークレー校戦争
犯罪研究センターが対日戦犯裁判記録を、ド
イツのマールブルク大学戦犯裁判研究資料国
際センターが対独戦犯裁判記録を収集してい
る。前者には林も協力しているが、戸谷が前



者の事業に長年かかわっているので、両セン
ターとの連絡など協力を得ることとした。 
ドイツにおける資料調査とドイツの研究者
との協力については、研究分担者の芝と連携
者の福永美和子（東京大学）を通じて、共同
研究を進める中で具体化を図ることとした。 
 
４．研究成果 
 本研究は日本及びドイツの戦犯裁判関連資
料を幅広く収集するのが第 1の課題であり、
各国の公文書館・研究機関、諸機関・諸団体、
元戦犯本人やその遺族が所蔵する資料などが
調査対象となった。その調査国（担当者）、調
査年度、主要調査対象は次の通りである。 
 イギリス（伊香、林）2011・2012 年度、国
立公文書館。 
 アメリカ（林）、2012・2013 年度、国立公
文書館。 
 ドイツ（芝、福永）、2011・2012・2014 年
度、イェーナ大学 20 世紀史センター、リヒタ
ーフェルデ連邦公文書館、国立図書館、コー
ブレンツ連邦公文書館、バイエルン州立ニュ
ルンベルク公文書館、マールブルク大学戦争
犯罪裁判調査記録センター、ルートヴィヒス
ブルクのナチ犯罪究明本部、ジーベンビュル
ゲン研究所付属公文書館。 
 フィリピン（永井）、2011・2012・2013・2014
年度、フィリピン国軍、ロペス記念博物館、
フランシスコ修道会、フィリピナス・ヘリテ
イジ・ライブラリー、ニュービリビッド刑務
所。またマニラでキリノ大統領遺族、東京裁
判比検事遺族、戦犯法廷の裁判長マメルト・
モンテマヨール少佐のご子息などへのインタ
ビューを実施した。 
 中国（伊香）、2012 年度、北京大学図書館。
また中国山西省においては戦争犯罪被害につ
いて聞取り調査を実施した。 
 台湾（伊香、内海）、2011・2012 年度、国
史館、国家檔案管理局、中央研究院近代史研
究所、台湾大学。 
 韓国（内海）、2011・2014 年度、国会図書
館、映像博物館、国家記録院、民族問題研究
所、東北アジア歴史財団。 
 インドネシア（内海）、2014 年度、関係者
へのインタビューを実施した。 
 日本国内（永井、内海、林、伊香）、2011・
2012・2013・2014 年度、外務省外交史料館、
国立国会図書館、国立公文書館、靖国偕行文
庫、アジア経済研究所図書館、加納美術館、
奥州私立斉藤実記念館、奥州市立後藤新平記
念館、韓国出身戦犯者同進会。また永井が京
都、神戸において元戦犯死刑囚などへのイン
タビューを実施し、内海が新潟市などの捕虜
収容所跡を訪問し、現地の研究者と情報交換
をした。 
 以上の活動で得られた資料や情報は、各自
が論文や著書、学会発表などの成果に反映さ
れている。 
また本科研メンバーと連携研究者（福永）
が、2014 年 1月にドイツのイエナ大学におい

て“Punishing War Crimes after World War II 
A Comparative Perspective”と題するワーク
ショップを開催し、研究交流をドイツの研究
者との間で行った。 
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